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大阪と名古屋で開催したセミナーには、パチンコホール関係者も多数参加

ギャンブル依存問題の対策はNPOが中心的役割を担うべき
国主導の対策とNPOを主体とした対策では、どちらに効果があるのか。あるいは費用

対効果はどうか。ギャンブル等依存問題に関しては本来、NPOが問題解決の中心的役
割を担ったほうが良いということは明らかであるが、社会的にはまだまだそうした認識が薄く、
国の制度や法律に“依存”する風潮がある。長期的視野に立った継続的な助成をお願
いしたい。 認定特定非営利活動法人　ワンデーポート

施設長　中村 努さん

助成団体：認定特定非営利活動法人　ワンデーポート	 http://www5f.biglobe.ne.jp/~onedayport/

パチンコ・パチスロに依存の問題を持った　
当事者や家族の支援に早くから取り組む

国内初のギャンブル依存症回復（入所）施設として

2000年に設立された認定特定NPO法人「ワンデーポート」

は、設立直後から個々の利用者の課題に寄り添い、常に

新しい視点での支援活動を行ってきている。これまでの施

設入所者は約700名にのぼり、主な事業として、パチンコ・

パチスロに依存の問題を持った人や家族への支援（面談、

入所支援、余暇支援、生活支援など）、セミナーを通じて

の普及啓発などに取り組んでいる。認定NPO法人リカバ

リーサポート・ネットワークやパチンコ関係団体とも交流を

続けている。

ギャンブル等依存症問題は、2016年に成立した「IR推

進法」の施行を契機に国家施策となり、2018年10月には

「ギャンブル等依存症対策基本法」が施行され、内閣官

房を中心に対策や啓発活動が行われている。

早くからギャンブル依存問題に取り組んできたワンデーポー

トによれば、ギャンブル依存には個別性と背景の問題があ

るという。同法人に相談に来る人の中には、ギャンブルなど

をやる前から金銭管理、就労や家族関係などに問題を抱

える人が多い。回復のための支援として当初、自助グルー

プへのミーティング参加や、ギャンブル依存に精通した医

療機関への受診紹介を考えていたが、背景問題を考慮

すると、その方法が適さない人が多いことがわかってきた

という。

現在、国が推奨している対策は医療化と自助グループ

への参加であり、個別性にはほとんど触れていない。この

ような状況下では、かえって問題が悪化する人も出てくる

危険性があるため、同法人では国主導の対策の問題を

指摘するとともに、当事者、家族、支援者の方々に正しい

知識を持ってもらうためにセミナーを開催した。

大阪、長野、名古屋で開催した依存問題の　
セミナーに様々な分野から参加者が集う

AJOSCの助成を活用した同法人の主催による「ギャン

ブル等依存問題セミナー」は、大阪府（「パチンコ・パチス

ロに依存する人の多様な背景と支援について」、6月30日、

大阪大学豊中キャンパス）、長野市（「ギャンブル等依存

問題を契機として～生きることに苦労している人たちの『幸

せ』を考 える」、11月20日、吉 田 公 民 館）、名 古 屋 市

（「ギャンブル等依存問題の現状～支援の現場で検証す

る～」、2020年1月26日、名古屋市都市センター金山南ビ

ル）の3ヵ所で開催された。なお、セミナーはリカバリーサポー

ト・ネットワーク、依存の問題の支援に携わる人たちの勉

強会などの協力のもとで実施された。

セミナーには、パチンコホール関係者も多数参加したと

いう。「地域連携を掲げるパチンコホール企業との連携は、

ワンデーポートでもこれからの課題だと認識しているが、今

回のセミナーを通じて、より深く交流ができた。半面、行政

関係者の参加は少なかった。また、当事者（本人、家族）

にとっても、支援者にとっても個別理解に基づいた個別的

な支援が必要な場合もあるというワンデーポートの考え方

に興味を持ってもらえたのではないかと思っている。パチン

コ関係者にとっては、依存症者には自己解決ができる人

がいることや、パチンコをすること自体が悪いことではなく、

救われている人も多いという話が、前向きに依存問題を考

えるきっかけになったのではないか」と、同法人では振り返

る。なお、その後、セミナーの講演を収録した報告書を関

係機関に配布した。

特別助成

「パチンコ・パチスロに問題がある人への
支援の個別性を伝えるための啓発」事業

個別理解に基づいた支援の必要性を伝えるために
啓発セミナーを開催してその報告書を作成・配布

「ギャンブル等依存症対策基本法」が施行され、内閣官房を中心に対策や啓発活動が行われているが、国が推奨
している対策は医療化と自助グループへの参加であり、個別性にはほとんど触れていないため、かえって問題が悪
化する人も出てくる危険性が指摘されている。この問題に早くから取り組む団体がセミナーを開催した。

大阪と名古屋で開催したセミナーの開催を告知するチラシ


